
 

 

貸 借 対 照 表  

    

 （2019年 3月 31日現在）  

   （単位：千円） 

科      目 金   額 科      目 金   額 

（資産の部）         （負債の部）         

流動資産 50,124,801 流動負債 33,477,628 

   現金預金 194,470    支払手形 2,726,822 

   受取手形 1,190,629    電子記録債務 3,359,442 

   電子記録債権 1,222,101    工事未払金 16,012,213 

   完成工事未収入金 22,709,734    リース債務 5,803 

   未成工事支出金 2,113,785    未払金 1,401,278 

   材料貯蔵品 506,981    未払費用 1,183,297 

   預け金 22,000,000    未払法人税等 319,984 

   前払費用 64,530    未払消費税等 1,877,502 

   未収入金 222,582    未成工事受入金 913,426 

   その他 13,984    預り金 2,070,615 

   貸倒引当金 △114,000    完成工事補償引当金 3,558,000 

     工事損失引当金 49,000 

     その他 242 

    

固定資産 6,856,727 固定負債 2,147,421 

 有形固定資産  1,259,110    リース債務 16,525 

   建物・構築物 231,496    退職給付引当金 1,001,276 

   機械・運搬具 123,156    役員退職慰労引当金 85,620 

   工具器具・備品 101,113    債務保証損失引当金 1,024,000 

   土地 781,770      その他  20,000 

   リース資産 20,674 負債合計 35,625,049 

   建設仮勘定 900 （純資産の部）   

 無形固定資産  367,184 株主資本 21,302,087 

   ソフトウェア 356,609  資 本 金 2,300,000 

   ソフトウェア仮勘定 10,575  資本剰余金  1,634,445 

  投資その他の資産 5,230,432    資本準備金 1,634,445 

   投資有価証券 186,409  利益剰余金 17,367,641 

   関係会社株式 958,125    利益準備金 40,800 

   長期貸付金 859    その他利益剰余金 17,326,841 

   関係会社貸付金 801,360       別途積立金 12,500,000 

   破産更生債権等 8,260       繰越利益剰余金 4,826,841 

   長期前払費用 39,175 評価・換算差額等 54,391 

   前払年金費用 1,128,471  その他有価証券評価差額金 54,391 

   繰延税金資産 1,805,004     

   その他 321,350   

   貸倒引当金 △18,585   

        

    純資産合計 21,356,479 

資産合計 56,981,528 負債純資産合計 56,981,528 

 



 

 

     損 益 計 算 書  

 

    （自 2018年  4月  1日 

        至 2019年  3月 31日） 

（単位：千円） 

       

 売上高      

  完成工事高    96,262,508  

        

 売上原価      

  完成工事原価    86,800,928  

       

   売上総利益       

     完成工事総利益    9,461,579  

        

 販売費及び一般管理費    3,711,264  

        

   営業利益    5,750,314  

        

 営業外収益       

  受取利息配当金  76,695     

  その他  25,476  102,172  

        

 営業外費用       

  支払利息  2,614     

  その他  79,476  82,091  

        

   経常利益    5,770,396  

        

   税引前当期純利益    5,770,396  

        

     法人税、住民税及び事業税  1,796,054     

     法人税等調整額  △156,679  1,639,374  

        

   当期純利益    4,131,021  

               

 

 

 

 

 

 



 

 

 株主資本等変動計算書  

（自 2018年 4月 1日 

至 2019年 3月 31日） 

       （単位：千円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主 

資本 
合計 資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他 

利益剰余金 利益 

剰余金 

合計 
別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 2,300,000 1,634,445 1,634,445 40,800 10,500,000 5,250,778 15,791,578 19,726,024 

当期変動額                 

剰余金の配当          △2,554,958 △2,554,958 △2,554,958 

利益処分（別途

積立金の組入） 
        2,000,000 △2,000,000 ― ― 

当期純利益          4,131,021 4,131,021 4,131,021 

株主資本以外の

項目の当期変動
額（純額） 

               

当期変動額合計 ― ― ― ― 2,000,000 △423,937 1,576,062 1,576,062 

当期末残高 2,300,000 1,634,445 1,634,445 40,800 12,500,000 4,826,841 17,367,641 21,302,087 

 

 

 

評価・換算差額等 

純資産 
合計 

 
その他 

有価証券 

評価 
差額金 

 

評価・ 

換算 

差額等 
合計 

当期首残高 45,684 45,684 19,771,708 

当期変動額       

剰余金の配当    △2,554,958 

利益処分（別途

積立金の組入） 
   ― 

当期純利益    4,131,021 

株主資本以外の

項目の当期変動
額（純額） 

8,707 8,707 8,707 

当期変動額合計 8,707 8,707 1,584,770 

当期末残高 54,391 54,391 21,356,479 

 



 

 

 

 

注    記    表 

自 ２０１８年 ４月 １日 

至 ２０１９年 ３月３１日 

１．重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

①関係会社株式   移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

時価のないもの  移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

①未成工事支出金   個別法による原価法により算定 

②材料貯蔵品  移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定 

（３）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産   定率法 

（リース資産を除く） ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）、２０１６年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物、並びに特殊工法グループについては定額法 

②無形固定資産   定額法 

（リース資産を除く）  自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法 

③リース資産   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

（４）引当金の計上基準 

①貸倒引当金  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す｡ 

②工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当期末手持工事の

うち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積

もることができる工事について、損失見込額を計上しており

ます。 

③完成工事補償引当金  完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、完成工事高に

対する引当の他に、個別工事について見積補償額を計上して

おります。 

④債務保証損失引当金 将来の債務保証の履行による損失に備えるため、保証先の資

産内容などを勘案し、損失見積額を計上しております。 

⑤退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上しております｡ 

⑥役員退職慰労引当金  役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。 

（５）完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行

基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、

工事進行基準を適用する工事の当期末における進捗度の見積もりは、原価比例法によって

おります。 



 

 

（６）消費税等の会計処理   税抜方式 

（７）連結納税制度    適用しております。 

 

２．表示方法の変更に関する注記 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第２８号 平成３０年２月１６日）を

当事業年度より適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示する方法に変更しております。 

 

３．貸借対照表関係 

（１）有形固定資産の減価償却累計額         １，４１５，２３０千円 

（２）関係会社に対する短期金銭債権        ２９，６０８，１９４千円 

（３）関係会社に対する長期金銭債権           ８０１，３６０千円 

（４）関係会社に対する短期金銭債務         ３，１４２，２７５千円 

（５）保証債務（保証先：リオフィルコーポレーション）       ４３４，７７８千円 

（保証内容：銀行借入債務、留保金返還保証） 

 

４．損益計算書関係 

（１）関係会社に対する売上高         ２１，５１４，７９３千円 

（２）関係会社からの仕入高           １，５５８，５１５千円 

（３）関係会社との営業取引以外の取引高           ７９，２７６千円 

（４）売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額              １６，０００千円 

 

５．株主資本等変動計算書関係 

（１）当期末における発行済株式の種類及び数 普通株式      １，７６９，３６２株 

（２）当期中に行った剰余金の配当   配当総額      ２，５５４，９５８千円 

配当原資             利益剰余金 

１株当たり配当額            １，４４４円 

（３）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

①決議（予定）    ２０１９年６月２８日  定時株主総会 

②株式の種類    普通株式 

③配当の原資    利益剰余金 

④配当金の総額    ３，０４５，０７２千円 

⑤１株当たり配当額     １，７２１円 

⑥基準日     ２０１９年３月３１日 

⑦効力発生日    ２０１９年７月１日 

 

６．税効果会計 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

完成工事補償引当金           １，１０２，９８０千円 

債務保証損失引当金           ３１７，４４０千円 

未払費用（未払賞与）           ３０５，９７０千円 

その他               ７８，６１４千円 

繰延税金資産の純額          １，８０５，００４千円 

 

７．金融商品関係 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金及びＪＦＥホールディングス株式会社への金銭消

費寄託に限定しております。また運転資金の調達は上記会社からの金銭消費貸借による借入を



 

 

行っております。受取手形、電子記録債権及び完成工事未収入金に係る顧客の信用リスクは、

与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券の内容は株式であり、

上場株式については、四半期毎に時価の把握を行っております。なお、当期末時点での借入金

はありません。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

当期決算日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。 

(単位：千円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

① 受取手形 1,190,629 1,190,629 － 

② 電子記録債権 1,222,101 1,222,101 － 

③ 完成工事未収入金 22,709,734 22,709,734 － 

④ 預け金 22,000,000 22,000,000 － 

⑤ 支払手形 （2,726,822） （2,726,822） － 

⑥ 電子記録債務 （3,359,442） （3,359,442） － 

⑦ 工事未払金 （16,012,213） （16,012,213） － 

負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

①受取手形②電子記録債権③完成工事未収入金、並びに④預け金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

⑤支払手形⑥電子記録債務、並びに⑦工事未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

 

８．１株当たり情報 

（１）１株当たりの純資産額          １２，０７０円１５銭 

（２）１株当たりの当期純利益          ２，３３４円７５銭 


